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1 研究成果 - 健診受診男性における身長低下要因としての低体重および血清アルブミン 

(1) 背景

八尾市と大阪健康安全基盤研究所においては、相互の連携をもとに健康づくりを推進し、

八尾市住民の健康増進の向上を図ることを目的とし、令和 5 年度より「健康づくり事業の推

進に関する協定」を締結した。

この協定に基づく共同研究事業として、以下の内容を実施した。

① フレイル対策に関する測定項目の実施

② 既存データの活用（血清アルブミンと生活習慣の関連）による解析研究

①のフレイル対策については後述する。②としては、八尾市国民健康保険加入者における

特定健診にて、全員に血清アルブミンの測定を追加している経過があり、①とも関連して共

同研究事業を行うこととした。

②に関して、健診受診者を対象とした先行研究において身長低下（単年度あたりの身長を

算出し、第４四分位の最も身長低下を起こした者を[身長低下]ありと定義）と血清アルブミン

値の間には有意な負の相関を有することを報告している[J Physiol Anthropol 2023;42:21]。
栄養不足の状態は低体重と関係があると考えられるため、低体重は血清アルブミン及び身長

低下と関係を有すると考えられた。

(2) 方法

血清アルブミン、低体重、身長低下の関係を明確にすることを目的に、八尾市国民健康保

険加入者における特定健診及び追加項目データ（2014 年度から 2022 年度までの 9 年度分）

について、特定健診を受診した男性 8,096 人（40－74 歳）を対象とし、一般線形回帰モデル

等を用いた傾向分析を行うこととした。

身長低下は先行研究同様に、単年度あたりの身長を算出し、第４四分位の最も身長低下を

起こした場合として定義し、観察期間が 4.0 年の後ろ向きに研究を実施した。 
なお、倫理的配慮として、個人情報保護法及び八尾市と大阪健康安全基盤研究所の協定に

係る個人情報保護特記事項を遵守し、個人情報の保護に努めている。

(3) 結果

血清アルブミン値は低体重（Body Mass Index[BMI]が 18.5kg/㎡未満）及び身長低下と有

意な負の関係を認めた。血清アルブミン値の１標準偏差上昇あたり（0.28g/dL）の既知の心

臓血管病リスク因子を調整したオッズ比（95％信頼区間）は、低体重では 0.79（0.70，0.90）、
身長低下では 0.84（0.80，0.88）であった。また、正常低値を示す BMI（18.5～22.9kg/㎡）

を対照にした低体重における身長低下のオッズ比（95％信頼区間）は、1.60（1.21，2.10）で

あった（図１）。
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図１ 

(4) 考察・まとめ

定期健診受診男性において、比較的健康な低栄養状態である血清アルブミン低値や、低体

重は有意な身長低下リスク因子となった。これらの結果は、身長低下を起こすメカニズムの

解明に有用な知見と思われた。

(5) 今後の展望、大阪府内での展開

特定健診では身体計測が必須であり、また、血清アルブミン値の測定は標準的な検査項目

ではないものの多くの保険者で測定されており、同様の検討が他の保険者でも可能と考えら

れ、リスクの指標として保健指導等の場での確認項目となりうる。

特定保健指導や高齢者の痩せといった課題から、体重の観点は非常に重要である。また、

近年「フレイル」を見聞きする機会が増えており、フレイルの予防対策を多くの自治体、組

織で推進されていく点を踏まえ、既存のデータの活用と展開は今後も重要である。
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2 モデル地区におけるモニタリング及び研究の提案 

2-1 令和 5 年度八尾市南高安地区における循環器疾患発症状況

(1) 背景・目的

地域における循環器疾患の実態を把握するとともに、循環器疾患予防対策のモデル的事業

を推進してきた八尾市南高安地区での対策の効果を検証するためには、健診未受診者も含め、

地区住民全体を対象とした脳卒中・虚血性心疾患の発症状況把握が必要である。また、危険

因子の分析をし、地域住民における循環器疾患の予防活動の推進に役立てることも重要と考

えられる。

昭和 38 年に南高安地区において循環器疾患の予防対策が開始されて以来、対策の評価とし

て、八尾市、八尾市医師会、南高安地区成人病予防会、大阪健康安全基盤研究所（前・大阪が

ん循環器病予防センター、旧・大阪府立健康科学センター、旧・大阪府立成人病予防センタ

ー集団検診第 I 部）が共同事業として脳卒中・虚血性心疾患の発症調査を実施している。昭

和 51 年には、八尾市衛生問題対策協議会が設置され、予防医療、救急医療、福祉医療等の衛

生問題を検討することとなり、その一環として南高安地区における循環器疾患予防対策が予

防モデルとして位置づけられている。

この発症調査を通じて、大阪府内での脳卒中・虚血性心疾患の発症状況と危険因子を推定

し、効果的な予防対策を推進していくための基礎データを得ることを目的としている。本調

査は健康増進法第 16 条（生活習慣病発生状況把握の努力義務）に基づき、大阪府循環器疾患

予防研究受託業務である「循環器疾患と危険因子のモニタリング及び研究」の一環として実

施されており、令和 5 年 3 月で大阪がん循環器病予防センターでの受託は終了し、令和 5 年

4 月から、地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所が同事業を受託している。 

(2) 方法（図２，表１）

調査の対象を選出し、医療機関での診療情報等の閲覧や訪問・電話等による聞き取りにて

発症状況を把握している。八尾市、八尾市医師会、八尾市協力医療機関、大阪健康安全基盤

研究所が協働し、医師・保健師等の専門職を中心に調査を実施している。

令和 5 年度の調査件数は、医療機関での調査が 26 件、訪問等による聞き取り調査が 24 件

であった。協力医療機関へ受診していることがわかっている調査対象については医療機関で

の調査を行い、それ以外を訪問等による聞き取り調査を実施する流れになっている。なお、

健診受診時に把握した発症についてはその場での聞き取り調査で原則完了している。一部、

協力医療機関を受診している場合については、医療機関調査の件数に含める形となっている。

（健診では、脳：2 件、心 20 件の計 22 件の調査を実施） 
調査内容の確認、判定は、大阪健康安全基盤研究所の医師を中心に実施している。
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図２ 全世帯アンケート等の情報源から個別確認調査実施までの流れ（2022～2023年） 

（注釈）図中に付記した丸数字は、表１に示したものと共通である。 

※1 健診での聞き取り調査に加え、医療機関等での調査が必要となったもの

※2 前年度以前の調査からさらに調査が必要と判断したもの
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表１ 調査内容・時期 

調査内容 時期 取扱い機関・団体 

①

発
症
関
連
情
報

の
照
会
・
確
認

①-1 全世帯への脳卒中・虚血性心疾

患発症に関するアンケート調査 

2022 年 9～10 月 八尾市 

大阪健康安全基盤研究所 

①-2 健診時の問診・理学的所見・検

査所見 

2023 年 1 月 八尾市 

大阪健康安全基盤研究所 

② 情報源から脳卒中・虚血性心疾患の疑い例の抽出 2022 年 11～12 月 大阪健康安全基盤研究所 

③

確
認
調
査
の
実

施
：
発
作
時
お
よ
び

そ
の
前
後
の
状
況

の
把
握

③-1 本人及び家族に対する訪問調

査 

2023 年 10～12 月 八尾市 

大阪健康安全基盤研究所 

③-2 病院調査（主治医への照会、診

療録・検査所見の確認） 

2023 年 10～12 月 大阪健康安全基盤研究所 

④ 一定の診断基準に基づき症例の確定

脳卒中・虚血性心疾患、または循環器疾患が疑われる

急性死かどうかの判定 

2023 年 12 月～ 

2024 年 3 月 

大阪健康安全基盤研究所 

(3) 結果

調査実施状況は表２，３に示す。8 割程度が調査を終え、残りは調査不能であった。調査終

了分の中には調査の際に新たに対象として追加される場合があり、当初の調査予定数を上回

ることがある。調査不能には、連絡がつかない、独居や施設入所等にて本人あるいは家族の

調査協力を得られなかったケースが含まれている。また、調査時に、以前の調査と同一のエ

ピソードである場合や、情報源の誤り等が判明した場合は、発症登録を削除し、判定結果の

件数からは除外している。

調査実績、結果については、単一年度の状況では件数が少なく、個人を特定できる可能性

があるため割愛する。

表２ 調査情報源別対象件数内訳 

情報源 
脳 心 計 

割合 割合 割合 

アンケート 87.0% 89.3% 90.0% 

2022年度健診 0.0% 10.7% 6.0% 

前年度以前の持ち越し 8.7% 0.0% 4.0% 

調査時把握[追加]※3 4.3% 0.0% 4.0% 

合計（延べ数） 100.0% 100.0% 100.0% 

※3 調査の際に別の発症を把握
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表３ 調査実施状況 

情報源 
脳 心 計 

割合 割合 割合 

調査終了 82.6% 82.1% 82.4% 

調査不能 8.7% 17.9% 13.7% 

調査済等※4 8.7% 0.0% 3.9% 

合計 100.0% 100.0% 100.0% 

※4 これまで調査・判定していない発症として調査を実施するもすでに把握している発症と同じ内容、

あるいは、アンケートで発症したと回答するも誤った記載で発症していなかったもの等を含む 

2-2 令和 5 年度八尾市南高安地区における住民健診の実施

(1) 背景・目的

先述（1，(1)参照）した通り、フレイル対策を目的として共同研究を実施した。大阪健康

安全基盤研究所の業務移管前の大阪がん循環器病予防センターが南高安地区住民健診を実施

しているときより、大阪大学等との共同研究（CIRCS 研究）にて、フレイルに関連した研

究を実施してきており、その経過、ノウハウを活用して本年度実施することになった。

八尾市の平均寿命と健康寿命や介護認定率、医療費の状況等の推移より、フレイル対策の

推進を掲げており、共同研究事業のテーマとして決定した。

(2) 方法

握力測定（資料１）、体組成測定（資料２）、生活習慣等の聴取（質問票「日常生活につい

てのおたずね（資料３）」）を実施した。

測定の手技、流れについては、八尾市、大阪健康安全基盤研究所（CIRCS 研究関係者）

にて事前の学習会を行い、健診設営時に機器確認を実施した。質問票は、八尾市保健センタ

ー、八尾市保健所健康まちづくり科学センター、大阪健康安全基盤研究所（CIRCS 研究関

係者）で協議し決定した。

健診の申込時に配布した質問票を受診者が事前に記入して健診へ持参し、共同研究事業の

参加の確認後、記入内容を確認して、測定を行い、測定結果を健診当日に本人へ説明する流

れをとっている。

なお、感染症対策として、健診全体としては、時間ごとの受診人数の上限を設定し、すべ

て予約制にて対応している。また、対応スタッフのマスク着用、室内の換気、CO2 センサ

ーの設置を行った（図３）。室内の人数が増えすぎないよう待合の椅子を多く置かないとい

った調整も実施した。
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図３ 健診会場の様子（入口付近に CO2センサーを配置） 

(3) 実施状況

研究参加状況（表４）として、全体の 9 割程度の受診者が研究に協力した。測定のみ希望

する研究参加は対象外とし、質問票の回答のみの研究参加は可としている。

表４ 研究参加状況 

健診受診者数 
研究参加者数 

692 名（91.7％） 

754名 
上記のうち、質問票の回答のみに協力 

681 名 
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資料１ 握力測定 

 竹井機器工業 - デジタル握力計を使用。

 両手で測定を実施し、左右差が大きな場合は再測定を実施した。握力計のサイズ合わせ

として、事前に「S・M・L」を用意し、最も適したサイズのものを使用した。

 手の負傷等のある受診者は実施なし。

 結果票見本
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資料２ 体組成測定 

 InBody770を 2台体制で使用、実施。

 ペースメーカー等の装着者、妊婦は実

施の対象外とした。

 測定結果はその場で出力し、理学療法

士、保健師等の専門職より結果説明を

実施した。

 測定の様子

 測定会場の様子

 結果用紙見本
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資料３ 「日常生活についてのおたずね」
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